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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】植物病害に対する優れた防除効力を有する組成物及び植物病害防除方法を提供す
ること。
【解決手段】式（１）で示されるピリダジン化合物と、群（Ａ）より選ばれる1種以上の
アミジン化合物とを含有する植物病害防除組成物、及び式（１）で示されるピリダジン化
合物と、群（Ａ）より選ばれる１種以上のアミジン化合物との有効量を植物または植物を
栽培する土壌に処理する工程を含む植物病害防除方法。

〔ＸはＨ又はＨ〕群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）
オキシ］－２，５－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド又
はＮ’－（２，５－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタ
ンイミドアミド
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す。〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物とを含有する植物病害防除組成物。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
【請求項２】
ピリダジン化合物が、
式（１）において、
Ｘが水素原子である
請求項１に記載の植物病害防除組成物。
【請求項３】
ピリダジン化合物とアミジン化合物との重量比が、１：０．０１２５～１：５００の範囲
である請求項１または２に記載の植物病害防除組成物。
【請求項４】
下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す。〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物との有効量を植物または植物を栽培
する土壌に処理する工程を含む植物病害防除方法。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
【請求項５】
下記式（１）
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〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物との有効量を種子に処理する工程を
含む植物病害防除方法。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
【請求項６】
下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す。〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物との組合せの使用。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、植物病害防除組成物及び植物病害防除方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、植物病害防除組成物の有効成分として、多くの化合物が知られている（例え
ば、特許文献１、２及び３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０２０７７２号
【特許文献２】国際公開第２００７／０３１５１３号
【特許文献３】国際公開第２００８／１１０３１３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、植物病害に対する優れた防除効力を有する組成物及び植物病害防除方法を提
供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者は、植物病害に対する優れた防除効力を有する組成物及び植物病害防除方法を
見出すべく検討の結果、下記式（１）で示されるピリダジン化合物と、下記群（Ａ）より
選ばれる1種以上のアミジン化合物とを含有する組成物が、植物病害に対して優れた防除
効力を有することを見出した。
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　すなわち、本発明は以下の通りである。
［１］　下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す。〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物とを含有する植物病害防除組成物。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
［２］ピリダジン化合物が、
式（１）において、
Ｘが水素原子である
［１］に記載の植物病害防除組成物。
［３］　ピリダジン化合物とアミジン化合物との重量比が、１：０．０１２５～１：５０
０の範囲である［１］または［２］に記載の植物病害防除組成物。
［４］　下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す。〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物との有効量を植物または植物を栽培
する土壌に処理する工程を含む植物病害防除方法。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
［５］　下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物との有効量を種子に処理する工程を
含む植物病害防除方法。
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群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
［６］　下記式（１）

〔式中、
Ｘは、フッ素原子または水素原子を表す。〕
で示されるピリダジン化合物と、
下記群（Ａ）より選ばれる1種以上のアミジン化合物との組合せの使用。
群（Ａ）：Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５
－ジメチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド及びＮ’－（２，５
－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミドか
らなる群。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明により、植物病害を防除することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　本発明の植物病害防除組成物（以下、本発明組成物と記す。）は、前記式（１）で示さ
れるピリダジン化合物（以下、本化合物１と記す。）と、前記群（Ａ）より選ばれる1種
以上のアミジン化合物（以下、本化合物Ａと記す。）とを含有する。
【０００８】
　まず、本化合物１について説明する。
【０００９】
　本化合物１は、例えば、国際公開第２０１２／０２０７７２号に記載された化合物であ
り、これに記載の方法により製造することができる。
【００１０】
　本化合物１としては、例えば、表１に示す化合物が挙げられる。
【００１１】
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【表１】

【００１２】
　次に、本化合物Ａについて説明する。
【００１３】
　本化合物Ａとしては、以下の化合物が挙げられる。
Ｎ’－｛４－［（４，５－ジクロロチアゾール－２－イル）オキシ］－２，５－ジメチル
フェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタンイミドアミド（以下、本化合物Ａ－１と記す
）。
Ｎ’－（２，５－ジメチル－４－フェノキシフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルメタン
イミドアミド（以下、本化合物Ａ－２と記す）。
【００１４】
　本化合物Ａ－１は、例えば、国際公開第２００７／０３１５１３号に記載されている。
また、本化合物Ａ－２は、例えば、国際公開第２００８／１１０３１３号に記載されてい
る。本化合物Ａ－１及び本化合物Ａ－２は、これらの文献に記載の方法により製造するこ
とができる。
【００１５】
　本発明組成物における本化合物１と本化合物Ａとの重量比は、通常、１：０．０１２５
～１：５００、好ましくは１：０．０２５～１：１００、より好ましくは１：０．１～１
：１０である。
【００１６】
　本発明組成物は、本化合物１と本化合物Ａとの混合物そのものでもよいが、本発明組成
物は、通常、本化合物１、本化合物Ａ及び不活性担体を混合し、必要に応じて界面活性剤
やその他の製剤用補助剤を添加して、油剤、乳剤、フロアブル剤、水和剤、顆粒水和剤、
粉剤、粒剤等に製剤化された製剤である。かかる製剤は、そのまままたはその他の不活性
成分を添加して植物病害防除剤として使用することができる。
　本発明組成物には、本化合物１及び本化合物Ａがこれらの合計として、通常０．１～９
９重量％、好ましくは０．２～９０重量％、さらに好ましくは１～８０重量％含有される
。
【００１７】
　製剤化の際に用いられる不活性担体としては、固体担体及び液体担体が挙げられ、固体
担体としては、例えばカオリンクレー、アッタパルジャイトクレー、ベントナイト、モン
モリロナイト、酸性白土、パイロフィライト、タルク、珪藻土、方解石等の鉱物、トウモ
ロコシ穂軸粉、クルミ殻粉等の天然有機物、尿素等の合成有機物、炭酸カルシウム、硫酸
アンモニウム等の塩類、合成含水酸化珪素等の合成無機物等からなる微粉末あるいは粒状
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物が挙げられる。また、液体担体としては、例えばキシレン、アルキルベンゼン、メチル
ナフタレン等の芳香族炭化水素類、２－プロパノール、エチレングリコール、プロピレン
グリコール、エチレングリコールモノエチルエーテル等のアルコール類、アセトン、シク
ロヘキサノン、イソホロン等のケトン類、ダイズ油、綿実油等の植物油、石油系脂肪族炭
化水素類、エステル類、ジメチルスルホキシド、アセトニトリル及び水が挙げられる。
　界面活性剤としては、例えばアルキル硫酸エステル塩、アルキルアリールスルホン酸塩
、ジアルキルスルホコハク酸塩、ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテルリン酸エ
ステル塩、リグニンスルホン酸塩、ナフタレンスルホネートホルムアルデヒド重縮合物等
の陰イオン界面活性剤及びポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル、ポリオキシエ
チレンアルキルポリオキシプロピレンブロックコポリマー、ソルビタン脂肪酸エステル等
の非イオン界面活性剤、及びアルキルトリメチルアンモニウム塩等の陽イオン界面活性剤
が挙げられる。
　その他の製剤用補助剤としては、例えばポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン
等の水溶性高分子、アラビアガム、アルギン酸及びその塩、ＣＭＣ（カルボキシメチルセ
ルロ－ス）、ザンサンガム等の多糖類、アルミニウムマグネシウムシリケート、アルミナ
ゾル等の無機物、防腐剤、着色剤及びＰＡＰ（酸性リン酸イソプロピル）、ＢＨＴ（２，
６-ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール）等の安定化剤が挙げられる。
【００１８】
　本発明組成物はまた、本化合物１と本化合物Ａとを各々前記した方法により製剤化した
上で、必要に応じて水で希釈してそれぞれの製剤またはそれらの希釈液を混合することに
より調製することもできる。
【００１９】
　本発明組成物は、さらに他の１種以上の殺菌剤及び／または殺虫剤を含有していてもよ
い。
【００２０】
　本発明組成物を、植物または植物を栽培する土壌に処理することにより植物病害を防除
することができる。
【００２１】
　本発明により防除できる植物病害としては、例えば次の病害が挙げられるが、これらに
限定されるものではない。
【００２２】
　イネの病害：いもち病（Ｍａｇｎａｐｏｒｔｈｅ　ｇｒｉｓｅａ）、ごま葉枯病（Ｃｏ
ｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｍｉｙａｂｅａｎｕｓ）、紋枯病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓ
ｏｌａｎｉ）、馬鹿苗病（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｆｕｊｉｋｕｒｏｉ）。
　コムギの病害：うどんこ病（Ｅｒｙｓｉｐｈｅ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）、赤かび病（Ｆｕ
ｓａｒｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ、Ｆ．　ａｖｅｎａｃｅｕｍ、Ｆ．　ｃｕｌｍｏ
ｒｕｍ、Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ　ｎｉｖａｌｅ）、さび病（例えば、黄さび病（Ｐｕ
ｃｃｉｎｉａ　ｓｔｒｉｉｆｏｒｍｉｓ）、黒さび病（Ｐ．　ｇｒａｍｉｎｉｓ）、赤さ
び病（Ｐ．　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ））、紅色雪腐病（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ　ｎｉｖ
ａｌｅ）、雪腐小粒菌核病（Ｔｙｐｈｕｌａ　ｓｐ．）、裸黒穂病（Ｕｓｔｉｌａｇｏ　
ｔｒｉｔｉｃｉ）、なまぐさ黒穂病（Ｔｉｌｌｅｔｉａ　ｃａｒｉｅｓ）、眼紋病（Ｐｓ
ｅｕｄｏｃｅｒｃｏｓｐｏｒｅｌｌａ　ｈｅｒｐｏｔｒｉｃｈｏｉｄｅｓ）、葉枯病（Ｍ
ｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）、ふ枯病（Ｓｔａｇｏｎｏｓｐ
ｏｒａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）、黄斑病（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｒｉｔｉｃｉ－ｒｅｐ
ｅｎｔｉｓ）。
　オオムギの病害：うどんこ病（Ｅｒｙｓｉｐｈｅ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）、赤かび病（Ｆ
ｕｓａｒｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ、Ｆ．　ａｖｅｎａｃｅｕｍ、Ｆ．　ｃｕｌｍ
ｏｒｕｍ、Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ　ｎｉｖａｌｅ）、さび病（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｓ
ｔｒｉｉｆｏｒｍｉｓ、Ｐ．ｇｒａｍｉｎｉｓ、Ｐ．ｈｏｒｄｅｉ）、裸黒穂病（Ｕｓｔ
ｉｌａｇｏ　ｎｕｄａ）、雲形病（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｅｃａｌｉｓ）、
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網斑病（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）、斑点病（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　
ｓａｔｉｖｕｓ）、斑葉病（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｇｒａｍｉｎｅａ）、リゾクトニ
ア属菌による苗立枯れ病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）。
　トウモロコシの病害：黒穂病（Ｕｓｔｉｌａｇｏ　ｍａｙｄｉｓ）、ごま葉枯病（Ｃｏ
ｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｈｅｔｅｒｏｓｔｒｏｐｈｕｓ）、ひょう紋病（Ｇｌｏｅｏｃｅ
ｒｃｏｓｐｏｒａ　ｓｏｒｇｈｉ）、南方さび病（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｐｏｌｙｓｏｒａ
）、グレイリーフスポット病（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｚｅａｅ－ｍａｙｄｉｓ）　、リ
ゾクトニア属菌による苗立枯れ病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）。
【００２３】
　カンキツ類の病害：黒点病（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｃｉｔｒｉ）、そうか病（Ｅｌｓｉ
ｎｏｅ　ｆａｗｃｅｔｔｉ）、果実腐敗病（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｄｉｇｉｔａｔｕ
ｍ，　Ｐ．　ｉｔａｌｉｃｕｍ）、フィトフトラ病（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｐａｒ
ａｓｉｔｉｃａ、Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃｉｔｒｏｐｈｔｈｏｒａ）。
　リンゴの病害：モニリア病（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｍａｌｉ）、腐らん病（Ｖａｌｓａ
　ｃｅｒａｔｏｓｐｅｒｍａ）、うどんこ病（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ　ｌｅｕｃｏｔｒ
ｉｃｈａ）、斑点落葉病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ａｌｔｅｒｎａｔａ　ａｐｐｌｅ　ｐ
ａｔｈｏｔｙｐｅ）、黒星病（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｉｎａｅｑｕａｌｉｓ）、炭そ病（Ｃ
ｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ａｃｕｔａｔｕｍ）、疫病（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　
ｃａｃｔｏｒｕｍ）。
　ナシの病害：黒星病（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｎａｓｈｉｃｏｌａ，　Ｖ．　ｐｉｒｉｎａ
）、黒斑病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ａｌｔｅｒｎａｔａ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　ｐｅａｒ
　ｐａｔｈｏｔｙｐｅ）、赤星病（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ　ｈａｒａｅａｎｕ
ｍ）、疫病（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃａｃｔｏｒｕｍ）、ｂｒｏｗｎ　ｓｐｏｔ病
（Ｓｔｅｍｐｈｉｌｉｕｍ　ｖｅｓｉｃａｒｉｕｍ）。
　モモの病害：灰星病（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｆｒｕｃｔｉｃｏｌａ）、黒星病（Ｃｌａ
ｄｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃａｒｐｏｐｈｉｌｕｍ）、フォモプシス腐敗病（Ｐｈｏｍｏｐｓ
ｉｓ　ｓｐ．）。
　ブドウの病害：黒とう病（Ｅｌｓｉｎｏｅ　ａｍｐｅｌｉｎａ）、晩腐病（Ｇｌｏｍｅ
ｒｅｌｌａ　ｃｉｎｇｕｌａｔａ）、うどんこ病（Ｕｎｃｉｎｕｌａ　ｎｅｃａｔｏｒ）
、さび病（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ａｍｐｅｌｏｐｓｉｄｉｓ）、ブラックロット病（Ｇ
ｕｉｇｎａｒｄｉａ　ｂｉｄｗｅｌｌｉｉ）、べと病（Ｐｌａｓｍｏｐａｒａ　ｖｉｔｉ
ｃｏｌａ）。
　カキの病害：炭そ病（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｋａｋｉ）、落葉病（Ｃｅｒｃｏｓ
ｐｏｒａ　ｋａｋｉ，　Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｎａｗａｅ）。
　ウリ類の病害：炭そ病（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｌａｇｅｎａｒｉｕｍ）、う
どんこ病（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉｎｅａ）、つる枯病（Ｍｙｃｏｓｐ
ｈａｅｒｅｌｌａ　ｍｅｌｏｎｉｓ）、つる割病（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕ
ｍ）、べと病（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｃｕｂｅｎｓｉｓ）、疫病（Ｐｈ
ｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｓｐ．）、苗立枯病（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｓｐ．）；
　トマトの病害：輪紋病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、葉かび病（Ｃｌａｄ
ｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｆｕｌｖｕｍ）、疫病（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅｓｔａ
ｎｓ）。
　ナスの病害：褐紋病（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｖｅｘａｎｓ）、うどんこ病（Ｅｒｙｓｉ
ｐｈｅ　ｃｉｃｈｏｒａｃｅａｒｕｍ）。
　アブラナ科野菜の病害：黒斑病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｊａｐｏｎｉｃａ）、白斑病
（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒｅｌｌａ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）、根こぶ病（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏ
ｐｈｏｒａ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）、べと病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｐａｒａｓｉｔ
ｉｃａ）。
　ネギの病害：さび病（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ａｌｌｉｉ）、べと病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏ
ｒａ　ｄｅｓｔｒｕｃｔｏｒ）。



(9) JP 2017-165721 A 2017.9.21

10

20

30

40

50

【００２４】
　ダイズの病害：紫斑病（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｋｉｋｕｃｈｉｉ）、黒とう病（Ｅｌ
ｓｉｎｏｅ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、黒点病（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕ
ｍ　ｖａｒ．　ｓｏｊａｅ）、褐紋病（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、斑点病
（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｓｏｊｉｎａ）、さび病（　Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈ
ｙｒｈｉｚｉ）、茎疫病（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｓｏｊａｅ）、リゾクトニア属菌
による苗立枯れ病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、褐色輪紋病（Ｃｏｒｙｎ
ｅｓｐｏｒａ　ｃａｓｉｉｃｏｌａ）、菌核病（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒｏ
ｔｉｏｒｕｍ）。
　インゲンの病害：炭そ病（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｌｉｎｄｅｍｔｈｉａｎｕ
ｍ）。
　ラッカセイの病害：黒渋病（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｐｅｒｓｏｎａｔａ）、褐斑病（
Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ａｒａｃｈｉｄｉｃｏｌａ）、白絹病（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ　
ｒｏｌｆｓｉｉ）。
　エンドウの病害：うどんこ病（Ｅｒｙｓｉｐｈｅ　ｐｉｓｉ）。
　ジャガイモの病害：夏疫病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、疫病（Ｐｈｙｔ
ｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）、緋色腐敗病（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｅ
ｒｙｔｈｒｏｓｅｐｔｉｃａ）、粉状そうか病（Ｓｐｏｎｇｏｓｐｏｒａ　ｓｕｂｔｅｒ
ｒａｎｅａｎ　ｆ．　ｓｐ．　ｓｕｂｔｅｒｒａｎｅａ）。
　イチゴの病害：うどんこ病（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｈｕｍｕｌｉ）、炭そ病（Ｇ
ｌｏｍｅｒｅｌｌａ　ｃｉｎｇｕｌａｔａ）。
　チャの病害：網もち病（Ｅｘｏｂａｓｉｄｉｕｍ　ｒｅｔｉｃｕｌａｔｕｍ）、白星病
（Ｅｌｓｉｎｏｅ　ｌｅｕｃｏｓｐｉｌａ）、輪斑病（Ｐｅｓｔａｌｏｔｉｏｐｓｉｓ　
ｓｐ．）、炭そ病（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｔｈｅａｅ－ｓｉｎｅｎｓｉｓ）。
　タバコの病害：赤星病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｌｏｎｇｉｐｅｓ）、うどんこ病（Ｅ
ｒｙｓｉｐｈｅ　ｃｉｃｈｏｒａｃｅａｒｕｍ）、炭そ病（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕ
ｍ　ｔａｂａｃｕｍ）、べと病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｔａｂａｃｉｎａ）、疫病（
Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｎｉｃｏｔｉａｎａｅ）。
　ナタネの病害：菌核病（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）、リゾ
クトニア属菌による苗立枯れ病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）。
　ワタの病害；リゾクトニア属菌による苗立枯れ病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａ
ｎｉ）。
テンサイの病害：褐斑病（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｂｅｔｉｃｏｌａ）、葉腐病（Ｔｈａ
ｎａｔｅｐｈｏｒｕｓ　ｃｕｃｕｍｅｒｉｓ）、根腐病（Ｔｈａｎａｔｅｐｈｏｒｕｓ　
ｃｕｃｕｍｅｒｉｓ）、黒根病（Ａｐｈａｎｏｍｙｃｅｓ　ｃｏｃｈｌｉｏｉｄｅｓ）。
　バラの病害：黒星病（Ｄｉｐｌｏｃａｒｐｏｎ　ｒｏｓａｅ）、うどんこ病（Ｓｐｈａ
ｅｒｏｔｈｅｃａ　ｐａｎｎｏｓａ）、べと病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｓｐａｒｓａ
）。
　キク及びキク科野菜の病害：べと病（Ｂｒｅｍｉａ　ｌａｃｔｕｃａｅ）、褐斑病（Ｓ
ｅｐｔｏｒｉａ　ｃｈｒｙｓａｎｔｈｅｍｉ－ｉｎｄｉｃｉ）、白さび病（Ｐｕｃｃｉｎ
ｉａ　ｈｏｒｉａｎａ）。
　種々の作物の病害：ピシウム属菌によって引き起こされる病害（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ａｐ
ｈａｎｉｄｅｒｍａｔｕｍ，　Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｄｅｂａｒｉａｎｕｍ，　Ｐｙｔｈｉｕ
ｍ　ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ，　Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｉｒｒｅｇｕｌａｒｅ，　Ｐｙｔｈｉ
ｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）、灰色かび病（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）、菌核病（
Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）。
　ダイコンの病害：黒斑病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｂｒａｓｓｉｃｉｃｏｌａ）。
　シバの病害：ダラースポット病（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｈｏｍｅｏｃａｒｐａ）、
ブラウンパッチ病及びラージパッチ病（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）。
　バナナの病害：シガトカ病（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｆｉｊｉｅｎｓｉｓ、Ｍ
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ｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｍｕｓｉｃｏｌａ）。
　ヒマワリの病害：べと病（Ｐｌａｓｍｏｐａｒａ　ｈａｌｓｔｅｄｉｉ）。
　Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ属、Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ属、Ｆｕｓａｒｉｕｍ属、Ｇｉｂ
ｂｅｒｅｌｌａ属、Ｔｒｉｃｏｄｅｒｍａ属、Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ属、Ｒｈｉｚ
ｏｐｕｓ属、Ｍｕｃｏｒ属、Ｃｏｒｔｉｃｉｕｍ属、Ｐｈｏｍａ属、Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎ
ｉａ属、及びＤｉｐｌｏｄｉａ属菌等によって引き起こされる、各種作物の種子病害また
は生育初期の病害。
　Ｐｏｌｙｍｉｘａ属またはＯｌｐｉｄｉｕｍ属等によって媒介される各種作物のウイル
ス病。
【００２５】
　本発明組成物を使用できる植物としては、例えば次の植物が挙げられるが、これらに限
定されるものではない。
【００２６】
　農作物：トウモロコシ、イネ、コムギ、オオムギ、ライムギ、エンバク、ソルガム、ワ
タ、ダイズ、アズキ、インゲンマメ、ピーナッツ、ソバ、テンサイ、ナタネ、ヒマワリ、
サトウキビ、タバコ等、
　野菜；ナス科野菜（ナス、トマト、ピーマン、トウガラシ、ジャガイモ等）、ウリ科野
菜（キュウリ、カボチャ、ズッキーニ、スイカ、メロン、スカッシュ等）、アブラナ科野
菜（ダイコン、カブ、セイヨウワサビ、コールラビ、ハクサイ、キャベツ、カラシナ、ブ
ロッコリー、カリフラワー等）、キク科野菜（ゴボウ、シュンギク、アーティチョーク、
レタス等）、ユリ科野菜（ネギ、タマネギ、ニンニク、アスパラガス）、セリ科野菜（ニ
ンジン、パセリ、セロリ、アメリカボウフウ等）、アカザ科野菜（ホウレンソウ、フダン
ソウ等）、シソ科野菜（シソ、ミント、バジル等）、イチゴ、サツマイモ、ヤマノイモ、
サトイモ等、
　花卉、
　観葉植物、
　シバ、
　果樹：仁果類（リンゴ、セイヨウナシ、ニホンナシ、カリン、マルメロ等）、核果類（
モモ、スモモ、ネクタリン、ウメ、オウトウ、アンズ、プルーン等）、カンキツ類（ウン
シュウミカン、オレンジ、レモン、ライム、グレープフルーツ等）、堅果類（クリ、クル
ミ、ハシバミ、アーモンド、ピスタチオ、カシューナッツ、マカダミアナッツ等）、液果
類（ブルーベリー、クランベリー、ブラックベリー、ラズベリー等）、ブドウ、カキ、オ
リーブ、ビワ、バナナ、コーヒー、ナツメヤシ、ココヤシ等、
　果樹以外の樹；チャ、クワ、花木、街路樹（トネリコ、カバノキ、ハナミズキ、ユーカ
リ、イチョウ、ライラック、カエデ、カシ、ポプラ、ハナズオウ、フウ、プラタナス、ケ
ヤキ、クロベ、モミノキ、ツガ、ネズ、マツ、トウヒ、イチイ）等。
【００２７】
　前記した植物とは、遺伝子組換え技術により耐性を付与された植物であってもよい。
【００２８】
　本発明組成物の態様としては、例えば以下のものが挙げられる。
【００２９】
　本化合物１と本化合物Ａとの組合せが、以下の組合せである本発明組成物：
本化合物１－１と本化合物Ａ－１との組合せ；
本化合物１－１と本化合物Ａ－２との組合せ；
本化合物１－２と本化合物Ａ－１との組合せ；
本化合物１－２と本化合物Ａ－２との組合せ；
【００３０】
本化合物１－１と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを、１：０．０１２５～１：
５００の重量比で含有する組成物；
本化合物１－１と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを、１：０．０２５～１：１
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００の重量比で含有する組成物；
本化合物１－１と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを、１：０．１～１：１０の
重量比で含有する組成物；
本化合物１－２と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを、１：０．０１２５～１：
５００の重量比で含有する組成物；
本化合物１－２と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを、１：０．０２５～１：１
００の重量比で含有する組成物；
本化合物１－２と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを、１：０．１～１：１０の
重量比で含有する組成物；
【００３１】
　本発明の植物病害防除方法（以下、本発明防除方法と記す。）は、本化合物１と本化合
物Ａとの有効量を植物または植物を栽培する土壌に処理することにより行われる。かかる
植物としては、例えば、植物の茎葉、植物の種子及び植物の球根が挙げられる。なお、こ
こで球根とは、鱗茎、球茎、根茎、塊茎、塊根及び担根体を意味する。
【００３２】
　本発明防除方法において、本化合物１及び本化合物Ａは同時期に別々に植物または植物
を栽培する土壌に処理されてもよいが、通常は処理時の簡便性の観点から、本発明組成物
として処理される。
【００３３】
　本発明防除方法において、本化合物１及び本化合物Ａの処理方法としては、例えば、茎
葉処理、土壌処理、根部処理及び種子処理が挙げられる。
【００３４】
　かかる茎葉処理としては、例えば、茎葉散布及び樹幹散布により、栽培されている植物
の表面に本化合物１及び本化合物Ａを処理する方法が挙げられる。
　かかる土壌処理としては、例えば、土壌散布、土壌混和及び土壌への本化合物１及び本
化合物Ａを含有する薬液の潅注が挙げられる。
　かかる根部処理としては、例えば、本化合物１及び本化合物Ａを含有する薬液に植物の
全体または根部を及び浸漬する方法、及び、本化合物１と本化合物Ａと固体担体とを含有
する固体製剤を植物の根部に付着させる方法が挙げられる。
　かかる種子処理としては、例えば、植物病害から保護しようとする植物の種子または球
根への本発明組成物の処理が挙げられ、詳しくは、例えば本発明組成物の懸濁液を霧状に
して種子表面若しくは球根表面に吹きつける吹きつけ処理、本発明組成物の水和剤、乳剤
若しくはフロアブル剤に少量の水を加える若しくはそのままで、種子または球根に塗布す
る塗沫処理、本発明組成物の溶液に一定時間種子を浸漬する浸漬処理、フィルムコート処
理及びペレットコート処理が挙げられる。
【００３５】
　本発明防除方法における、本化合物１と本化合物Ａとの処理量は、処理する植物の種類
、防除対象である植物病害の種類や発生頻度、製剤形態、処理時期、処理方法、処理場所
、気象条件等によっても異なるが、植物の茎葉に処理する場合または植物を栽培する土壌
に処理する場合は、本化合物１と本化合物Ａとの合計量で、１０００ｍ2あたり、通常１
～５００ｇ、好ましくは２～２００ｇ、より好ましくは１０～１００ｇである。また種子
への処理における本化合物１と本化合物Ａとの処理量は、本化合物１と本化合物Ａとの合
計量で、種子１ｋｇあたり、通常０．００１～１０ｇ、好ましくは０．０１～１ｇである
。
　乳剤、水和剤、フロアブル剤等は通常水で希釈して散布することにより処理する。この
場合、本化合物１及び本化合物Ａの濃度は、本化合物１及び本化合物Ａの合計での濃度で
、通常０．０００５～２重量％、好ましくは０．００５～１重量％である。粉剤、粒剤等
は通常希釈することなくそのまま処理する。
【実施例】
【００３６】



(12) JP 2017-165721 A 2017.9.21

10

20

30

40

50

　以下、本発明を製剤例及び試験例にてさらに詳しく説明するが、本発明はこれらの例の
みに限定されるものではない。
【００３７】
　製剤例を示す。なお、製剤例において部とは重量部を表す。
【００３８】
製剤例１
　本化合物１－１　５部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　５部、ホワイトカーボ
ンとポリオキシエチレンアルキルエーテルサルフェートアンモニウム塩との混合物（重量
割合 １：１）３５部及び水 ５５部を混合し、湿式粉砕法で微粉砕することにより、フロ
アブル製剤を得る。
【００３９】
製剤例２
　本化合物１－２　５部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　５部、ホワイトカーボ
ンとポリオキシエチレンアルキルエーテルサルフェートアンモニウム塩との混合物（重量
割合 １：１）３５部及び水 ５５部を混合し、湿式粉砕法で微粉砕することにより、フロ
アブル製剤を得る。
【００４０】
製剤例３
　本化合物１－１　１０部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　５部、ソルビタント
リオレエート １．５部、及びポリビニルアルコール２部を含む水溶液 ２８部を混合し、
湿式粉砕法で微粉砕した後、この中にキサンタンガム０．０５部及びアルミニウムマグネ
シウムシリケート０．１部を含む水溶液 ４５．５０部を加え、さらにプロピレングリコ
ール １０部を加えて撹拌混合し、フロアブル製剤を得る。
【００４１】
製剤例４
　本化合物１－２　１０部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　５部、ソルビタント
リオレエート １．５部、及びポリビニルアルコール２部を含む水溶液 ２８部を混合し、
湿式粉砕法で微粉砕した後、この中にキサンタンガム０．０５部及びアルミニウムマグネ
シウムシリケート０．１部を含む水溶液 ４５．５０部を加え、さらにプロピレングリコ
ール １０部を加えて撹拌混合し、フロアブル製剤を得る。
【００４２】
製剤例５
　本化合物１－１　１０部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　４０部、リグニンス
ルホン酸カルシウム ３部、ラウリル硫酸ナトリウム ２部及び合成含水酸化珪素 ４５部
をよく粉砕混合することにより、水和剤を得る。
【００４３】
製剤例６
　本化合物１－２　１０部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　４０部、リグニンス
ルホン酸カルシウム ３部、ラウリル硫酸ナトリウム ２部及び合成含水酸化珪素 ４５部
をよく粉砕混合することにより、水和剤を得る。
【００４４】
製剤例７
　本化合物１－１　５部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　５部、ポリオキシエチ
レンスチリルフェニルエ－テル１４部、ドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム６部及び
キシレン７０部をよく混合することにより、製剤を得る。
【００４５】
製剤例８
　本化合物１－２　５部、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２　５部、ポリオキシエチ
レンスチリルフェニルエ－テル１４部、ドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム６部及び
キシレン７０部をよく混合することにより、製剤を得る。
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【００４６】
　次に、試験例を示す。
【００４７】
試験例１
　本化合物１－１または本化合物１－２と、本化合物Ａ－１または本化合物Ａ－２とを混
合し、混合物それぞれをジメチルスルホキシドで、本化合物１及び本化合物Ａのそれぞれ
の濃度が１０ｐｐｍになるように希釈する。得られる希釈液をタイタープレート（９６ウ
ェル）の各ウェルに１μｌずつ分注したのち、あらかじめコムギ葉枯病菌（Ｍｙｃｏｓｐ
ｈａｅｒｅｌｌａ ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）の分生胞子を接種したジャガイモ煎汁液体
培地（ＰＤＢ培地）を１５０μｌ分注する。このプレートを４日間、１８℃で培養してコ
ムギ葉枯病菌を増殖させたのち、タイタープレートの各ウェルの５５０ｎｍの吸光度にて
、コムギ葉枯病菌の生育度を測定する。処理区及び無処理区それぞれの生育度をもとに、
下記「式１」を用い効力を算出する。その結果、高い効力を示すことが認められる。
「式１」
　　　効力＝１００×（Ｘ－Ｙ）／Ｘ
Ｘ：無処理区の菌の生育度
Ｙ：処理区の菌の生育度
【００４８】
試験例２
　プラスチックポットに土壌を詰め、そこにコムギ（品種；シロガネ）を播種し、温室内
で１０日間生育させる。本化合物１－１または本化合物１－２と、本化合物Ａ－１または
本化合物Ａ－２とをそれぞれ上記製剤例１～製剤例８のいずれかに記載の方法に準じて製
剤とした後、それぞれの製剤を水で、それぞれの濃度が１００ｐｐｍになるように希釈し
て得られる希釈液を、上記コムギの葉面に充分付着するように茎葉散布する。散布後植物
を風乾し、１日後にコムギ赤さび病菌（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）胞子の
水懸濁液を噴霧接種する。接種後植物を２７℃多湿下に１日間置き、次に照明下に１０日
から１５日間置いた後、病斑面積を調査する（これを処理区とする。）。
　一方、薬液の茎葉散布を行わないこと以外は処理区と同様にコムギを栽培する（これを
無処理区とする。）。処理区と同様にコムギ赤さび病の病斑面積を調査する。
　処理区及び無処理区それぞれの病斑面積から、下記「式２」により処理区の効力を求め
る。その結果、高い効力を示すことが認められる。
「式２」
効力＝〔１－（処理区の病斑面積／無処理区の病斑面積）〕×１００
【００４９】
試験例３
　本化合物１－１と、本化合物Ａ－２とをそれぞれジメチルスルホキシドに溶解させ、そ
れぞれの化合物の濃度が表２に記載の濃度の１５０倍となるように調整した薬液を、マイ
クロタイタープレート（９６ウェル）の各ウェルに１μｌずつ分注した。あらかじめコム
ギ葉枯病菌（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）の分生胞子を接
種したＹＢＧ培地（水１Ｌに対し、酵母エキス　１０ｇ、バクトベプトン　１０ｇ、グリ
セロール　２０ｍｌを溶解し、滅菌したもの）１４９μｌを、薬液を分注したウェルに分
注した。このプレートを４日間、１８℃で培養してコムギ葉枯病菌を増殖させたのち、タ
イタープレートの各ウェルの５５０ｎｍの吸光度にて、コムギ葉枯病菌の生育度を測定し
た（これを処理区とした）。一方、薬液をジメチルスルホキシドに替えて処理区と同様に
コムギ葉枯病菌を生育させ、その生育度を調査した（これを無処理区とした）。処理区及
び無処理区それぞれの生育度をもとに、下記「式１」を用い効力を算出した。
　その結果、本化合物１－１と本化合物Ａ－２との混用区では、それぞれの単用区と比較
して相乗効果を示すことが認められた。
「式１」
　　　効力（％）＝１００×（Ｘ－Ｙ）／Ｘ
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　　　　Ｘ：無処理区の菌の生育度
　　　　Ｙ：処理区の菌の生育度
【００５０】
【表２】

【００５１】
試験例４
　本化合物１－１　５部、ホワイトカーボンとポリオキシエチレンアルキルエーテルサル
フェートアンモニウム塩との混合物（重量割合 １：１）３５部及び水 ５５部を混合し、
湿式粉砕法で微粉砕することにより、本化合物１－１を含有するフロアブル製剤を得た。
また、本化合物１－１を、本化合物Ａ－２に替えて、上記と同様の操作を行い、本化合物
Ａ－２を含有するフロアブル製剤を得た。本化合物１－１を含有するフロアブル製剤と、
本化合物Ａ－２を含有するフロアブル製剤とを、それぞれ水で希釈し、必要に応じて混合
することにより、希釈液中の各化合物の濃度が表３に記載の値になるように希釈液を調製
した。
　プラスチックポットに土壌を詰め、そこにコムギ（品種；シロガネ）を播種し、温室内
で１０日間生育させた。上記希釈液を、上記コムギの葉面に充分付着するように茎葉散布
した。散布後植物を風乾し、１日後にコムギ赤さび病菌（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎ
ｄｉｔａ）胞子の水懸濁液を噴霧接種した。接種後植物を２７℃多湿下に１日間置き、次
に照明下に１０日間置いた後、病斑面積を調査した（これを処理区の病斑面積とした）。
　一方、薬剤の茎葉散布を行わずに処理区と同様にコムギを栽培し、病原菌の接種を行い
、そのコムギ赤さび病の病斑面積を調査した（これを無処理区の病斑面積とした）。
　処理区及び無処理区それぞれの病斑面積から、下記「式２」により処理区の効力を求め
た。
　その結果、本化合物１－１と本化合物Ａ－２との混用区では、それぞれの単用区と比較
して相乗効果を示すことが認められた。
「式２」
効力（％）＝〔１－（処理区の病斑面積／無処理区の病斑面積）〕×１００
【００５２】
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